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静岡市（以下「市」という。）は、静岡市立南部学校給食センター建替整備等事業（以下「本

事業」という。）において、民間の資金、経営能力及び技術能力の活用により、効率的かつ効果

的な整備等を図るため、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平

成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づく事業として実施することを予定して

いる。 

本実施方針は、ＰＦＩ法第５条第３項の規定により公表するものである。 

 

 

Ⅰ．特定事業の選定に関する事項 

 
１．事業内容に関する事項 
(１) 事業名称 

静岡市立南部学校給食センター建替整備等事業（以下、「本事業」という。） 

 

(２) 事業に供される公共施設等の種類 

学校給食センター（本体施設及び付帯施設を含む、以下「本施設」という。） 

 

(３) 公共施設等の管理者等の名称 

静岡市長 小嶋 善吉 

 

(４) 事業目的 

南部学校給食センターは昭和 45 年に開設され 37 年間稼動してきたが、施設の老朽化が進

み、現在の衛生基準を満たすことができなくなったことから、平成 18 年度で閉鎖している。 

本事業は、南部学校給食センターの解体、建替え及び管理運営を、ＰＦＩ法に基づき実施

するものである。 

民間の経営能力及び技術能力により、施設の衛生的かつ機能的な整備を図るとともに、給

食の運営業務においては、献立作成等を実施する市と、民間事業者との新たなパートナーシ

ップに基づき、確実な衛生管理の下で安全で安心な給食の運営システムを構築することを目

指すものである。 

 

(５) 事業方式 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、市が所有する土地に事業者自らが新たに施設を設計、建設

した後、公共施設等の管理者である市に施設等の所有権を移転し、事業者が所有権移転後の

事業期間中に係る施設の維持管理及び給食の運営業務を実施するＢＴＯ（Build Transfer 

Operate）方式とする。 

 

(６) 基本方針 

本事業の基本方針は、以下のとおりである。 

１) 安全で安心な給食の提供 

 民間の技術能力等により、施設の衛生的かつ機能的な整備を図るとともに、安全で安心
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な給食の提供を図る。 

食品衛生上の技術的水準を高めるため、ドライシステム導入及び汚染・非汚染作業区域

の明確なゾーニングを導入するとともに、本施設における食育活動としての機能や、地域

に開放するゾーンとの適切なゾーニングや管理上の工夫を行う。 

２) 衛生管理の徹底 

  「学校給食衛生管理の基準」(文部科学省平成９年４月１日制定)及び大量調理施設衛生

管理マニュアル（厚生労働省平成９年３月 24 日制定）に適合するとともに、ＨＡＣＣＰ

（Hazard Analysis Critical Control Point）の概念を取り入れた衛生管理を実施する。 

３) 食物アレルギー対応食の提供 

 食物アレルギーを持つ児童生徒への給食の提供に対応した施設とし、これに対応する給

食システムを構築する。 

４) 周辺環境への配慮 

 日照や施設の防音対策、脱臭対策及びその他の対策を行い、近隣への影響の低減に配慮

する。また、本施設の整備（解体、建替）にあたっても、近隣へ与える影響に十分配慮す

る。 

５) 環境負荷の低減 

  ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）やＬＣＣＯ２（ライフサイクルＣＯ２）を低減させるこ

とを考慮した施設の整備や、維持管理及び給食の運営業務における省エネルギー等、環境

負荷の低減に配慮する。 

また、調理場における廃棄物（給食の残滓を含む。）の発生及び排出を抑制し、その減

量を推進するとともに、廃棄物の再利用・再資源化等を含めた適正な処理を図る。 

 

(７) 業務内容 

事業者が実施する業務は、以下に掲げるとおりであり詳細は入札説明書等において示す。 

１) 本施設の整備業務 

ア 調査業務及び関連業務 

イ 設計業務及び関連業務 

ウ 建設業務及び関連業務 

エ 調理設備設置・食器食缶等調達業務 

オ 施設備品調達業務 

カ 工事監理業務 

キ 既存施設解体業務 

ク 周辺家屋影響調査・対策 

ケ 電波障害調査・対策 

コ 近隣対応・対策 

サ 所有権移転業務 

シ 上記各項目に伴う各種申請等業務 

２) 本施設の維持管理業務 

ア 建築物保守管理業務（修繕業務を含む。） 

イ 建築設備保守管理業務（修繕業務を含む。） 
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ウ 附帯施設保守管理業務（修繕業務を含む。） 

エ 調理設備・食器食缶等・施設備品保守管理業務 

（調理設備の修繕業務、食器食缶等の修繕・補充業務、施設備品の修繕業務を含む。） 

オ 清掃業務 

カ 警備業務 

キ 上記各項目に伴う各種申請等業務 

３) 本施設の運営業務 

ア 食材検収補助業務 

イ 調理業務（下処理業務及び配缶業務を含む。また、50 食程度のアレルギー対応食を含

む。） 

ウ 衛生管理業務 

エ 配送・回送業務 

オ 洗浄・残滓処理業務 

カ 運営備品調達業務 

キ 開業準備業務 

ク 上記各項目に伴う各種申請等業務 

なお、給食の運営に関して市が直接実施する主な業務は、献立作成業務、食材調達業務、

食材検収業務、配膳業務及び給食費の徴収管理業務等とする。また、米飯・麺・パン・牛

乳については、（財）静岡県学校給食会から学校へ直接搬入されるため、本事業の給食の運

営業務に含まない。 

 

(８) 事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約の市議会における議会の議決を得られた日から平成 37 年３

月末日までとする。 

 

(９) 事業のスケジュール（予定） 

平成20年12月 落札者の決定・公表 

平成20年12月 基本協定の締結 

平成21年１月 事業契約の文言明確化等 

平成21年２月 ＳＰＣ※との事業契約の調印（仮契約） 

平成21年３月 事業契約の市議会における議会の議決を得られた

日（効力の発生） 

平成21年３月～平成22年７月 施設の整備（設計、解体、建設）期間 

平成22年７月 施設の引渡し 

（施設の供用開始は平成 22 年９月１日） 

平成22年７月～平成37年３月 施設の維持管理・運営期間 

平成37年３月 事業契約の完了 

※落札者は、市との事業契約の調印（仮契約）までに、本事業を実施する特別目的会社（以

下「ＳＰＣ」という。）を会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める株式会社として静

岡市内に設立する。 
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(10) 支払に関する事項 

市の事業者に対する支払は、事業者が実施する本事業における施設の整備業務に係る対価、

施設の維持管理業務に係る対価及び給食の運営業務に係る対価からなる。 

１) 建設一時金 

市は、施設の整備業務に係る対価の総額のうち、あらかじめ定める一部金額を、施設の

市への引渡しが完了した時点で、一時金として支払う。 

２) 割賦料 

市は、施設の整備業務に係る対価の総額から上記１)の一時金を控除した金額であって、

市とＳＰＣとの間で締結する事業契約に定める額を、施設の市への引渡しが完了した日か

ら事業契約期間中に、15 年間の割賦方式により、年２回の半期毎に元金均等方式で支払う。 

３) 委託料 

市は、施設の維持管理業務に係る対価及び給食の運営業務に係る対価であって、市とＳ

ＰＣとの間で締結する事業契約に定める額を、施設の市への引渡しが完了した日から事業

契約期間中に、15 年間に渡り、年４回の四半期毎に委託料として支払う。 

なお、当該委託料のうち、給食の運営業務に係る対価にあっては、固定料金単独制また

は、固定料金と変動料金の併用制など具体的な構成区分や割合については、入札参加者に

委ねるものとする。 

これら支払方法の詳細については、入札説明書等にて提示する。 

 

(11) 遵守すべき法令等及び適用すべき要綱・基準類等 

本業務の実施に当たっては、ＰＦＩ法及び「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に

関する事業の実施に関する基本方針」（平成 12 年総理府告示第 11 号、以下「基本方針」とい

う。）のほか、以下に掲げる法令等を遵守すること。 

（法令条例等） 

１) 学校教育法（昭和22年法律第26号） 

２) 学校保健法（昭和33年法律第56号） 

３) 学校給食法（昭和29年法律第160号） 

４) 食品衛生法（昭和22年法律第233号） 

５) 食品循環資源の再利用等の促進に関する法律（平成12年法律第116号） 

６) 都市計画法（昭和43年法律第100号） 

７) 建築基準法（昭和25年法律第201号） 

８) 消防法（昭和23年法律第86号） 

９) 高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律（平

成６年法律第44号） 

10) 水道法（昭和32年法律第177号） 

11) 下水道法（昭和33年法律第79号） 

12) 健康増進法（平成14年法律第103号） 

13) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号） 

14) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号） 

15) 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号） 
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16) 大気汚染防止法（昭和43年法律第97号） 

17) 騒音規制法（昭和43年法律第98号） 

18) 振動規制法（昭和51年法律第64号） 

19) 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号） 

20) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号） 

21) 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第48号） 

22) エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和54年法律第49号） 

23) 個人の情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号） 

24) 警備業法（昭和47年法律第117号） 

25) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号） 

26) 静岡県福祉のまちづくり条例（平成７年静岡県条例第47号） 

27) 静岡県建築基準条例（昭和48年静岡県条例第17号） 

28) 静岡市屋外広告物条例＋屋外広告物審議会規則（昭和49年静岡県規則第18号） 

29) 静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例（平成15年条例第177号） 

30) 静岡市中高層建築物の建築に係る紛争の予防及び調整に関する条例（平成15年条例第

248号） 

31) 静岡市景観条例（平成20年条例第18号） 

32) 静岡市立学校給食センター条例（平成15年条例第267号） 

33) 静岡市火災予防条例（平成15年条例第286号） 

34) 静岡市環境基本条例（平成16年条例第34号） 

35) 静岡市食品衛生法の施行等に関する条例（平成15年条例167号） 

36) 静岡市情報公開及び個人情報の保護の総合的な推進に関する条例（平成19年条例第11

号） 

37) 静岡市情報公開条例（平成15年条例第４号） 

38) 静岡市個人情報保護条例（平成17年条例第９号） 

39) その他関係法令等 

 

(要綱・基準等) 

本業務の実施に当たっては、以下の要綱・基準類（最新版）等を適用すること。また、手

続等を規定している項目にあっては、これらを参考仕様として準用するものとし、市がこれ

らと同等の効果があると認める場合においては、事業者の提案によることができるものとす

る。 

a. 学校給食衛生管理の基準（文部科学省平成９年制定） 

b. 大量調理施設衛生管理マニュアル（平成９年厚生省衛食第 85 号） 

c. 学校給食事業における安全衛生管理要綱（昭和 48 年労働基準局長通知基発第 107 号） 

d. 学校環境衛生の基準（文部省平成４年制定） 

e. 建設工事公衆災害防止対策要綱（平成５年建設省経建発第１号） 

f. 建設副産物適正処理推進要綱（平成５年建設省経建発第３号） 

g. 建築設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 平成 18 年） 

h. 構内舗装・排水基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 平成 13 年） 
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i. 建築構造設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 平成 16 年） 

j. 建築鉄骨設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 平成 10 年） 

k. 官庁施設の基本的性能基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 平成 18 年） 

l. 建築工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 平成 19 年） 

m. 電気設備工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 平成 19 年） 

n. 機械設備工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 平成 19 年） 

o. 官庁施設の総合耐震計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

p. 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営

繕部監修 平成 18 年） 

q. 建築設備設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 平成 18 年） 

r. 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修平成 19 年） 

s. 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修平成 19

年） 

t. 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修平成 19

年） 

u. 建築物解体工事共通仕様書・同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部改修） 

v. 建築工事における建設副産物管理マニュアル・同解説（監修：国土交通省大臣官房官庁

営繕部設備・環境課営繕環境対策室） 

w. 建築保全業務共通仕様書・同積算基準の解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課保

全指導室 監修平成 15 年） 

x. しずおかエコロジー建築設計指針（静岡県） 

y. 静岡県建築構造設計指針・同解説（静岡県）・・・・地震係数の割り増しに注意 

z. 防災拠点等における設備地震対策ガイドライン（静岡県） 

aa. 静岡市地域防災計画 

bb. 静岡市雨水流出抑制対策要綱（平成 18 年４月１日） 

cc. 静岡県における特定建設資材に係わる分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等

の促進等の実施に関する指針 

dd. 非飛散性アスベスト廃棄物の取り扱いに関する技術指針（有害物質含有製品廃棄物の適

正処理検討会） 

ee. 建設工事安全施行技術指針・同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修平成 15 年） 

ff. その他関連する基準・指針等 による。また改訂がなされた場合は最新版によること。 

hh.静岡市開発許可技術基準 
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(12) 実施方針等に関する説明会 

実施方針等に関する説明会を以下の要領で行う。 

１) 開催日時及び場所 

 開催日時：平成 20 年４月 23 日（水）午前 10 時 00 分から 

 開催場所：静岡市役所清水庁舎 313 会議室 

２) 参加申込方法 

実施方針等に関する説明会への参加を希望する民間事業者は、「実施方針等説明会参

加申込書（様式１）」に所定の事項を記載のうえ、本事業の窓口へ持参、ファックス又

は電子メールのファイル添付により提出するものとし、電話での受付は行わない。 

 受付日時：平成 20 年４月 16 日（水）から４月 22 日（火）午後５時まで。 

ただし、持参の場合は、午前９時から 12 時、午後１時から５時まで。 

※電子メールの場合は、「ＰＦＩ実施方針等説明会」の件名で送付すること。 

本事業の窓口 静岡市教育委員会事務局 教育部 学校給食課 

住 所 〒424-8701 静岡市清水区旭町６-８ 清水庁舎８階 

電 話 054-354-2552 

Ｆ Ａ Ｘ 054-351-7461 

e-mail kyuushoku@city.shizuoka.jp 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.city.shizuoka.jp/deps/gakkokyushoku/index.html 

 

(13) 実施方針等に関する質問・意見の受付及び質問回答・意見の公表 

実施方針等に関する質問・意見の受付及び質問回答の公表を以下の要領で行う。 

１) 実施方針等に関する質問・意見の受付 

実施方針及び運営業務要求水準書（案）に関して質問・意見がある民間事業者は、そ

の内容を「実施方針に関する質問書（様式２）」、「実施方針に関する意見書（様式３）」、

「運営業務要求水準書（案）に関する質問書（様式４）」、「運営業務要求水準書（案）に

関する意見書（様式５）」にて簡潔に記載のうえ、本事業の窓口へ電子メールでのファイ

ル添付にて送付すること。電子メール以外での受付は行わない。 

※電子メールは、「ＰＦＩ実施方針等質問意見」の件名で送付すること。 

 受付日時：平成 20 年４月 23 日（水）から４月 30 日（水）午後５時まで 

２) 実施方針等に関する質問回答・公表 

質問に対する回答は、質問者の特殊な技術やノウハウ等にかかわり、質問者の権利、

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを除き、平成 20 年５月 30 日

（金）までに、市のホームページにて公表する。 

３) 実施方針等に関する意見の取り扱い 

民間事業者から提出された意見・提案に対し、個別に回答は行わないが、市が必要と判

断したものについては、５月中旬に直接ヒアリングを行う場合がある。 

 

(14) 実施方針の変更 

実施方針の公表における民間事業者からの意見等を踏まえ、特定事業の選定までに、実施

方針の内容を見直し、変更を行うことがある。 
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なお、実施方針の変更が重要事項に及ぶ場合は、特定事業の選定・公表と同時に、実施方

針（変更）を、市のホームページにて公表する。 

 

２．特定事業の選定方法・公表等に関する事項 
特定事業とは、公共施設の整備等に関する事業であって、民間の資金、経営能力及び技術的

能力を活用することにより効率的かつ効果的に実施されるものをいう。（ＰＦＩ法第２条第２

項） 

 

(１) 選定方法 

市は、実施方針の公表及び実施方針に関する質問回答・意見等の手続を経て、以下の評価

基準に基づき、市自らが本事業を実施する場合に比較して、民間事業者が実施することによ

り、効率的かつ効果的に実施されると認められる場合に、本事業を特定事業として選定する。 

１) 施設の整備業務、施設の維持管理業務及び給食の運営業務が同一の水準にある場合に

おいては、事業期間全体を通じた市の財政負担の縮減が期待できること。 

２) 市の財政負担が同一の水準にある場合においては、施設の整備業務、施設の維持管理

業務及び給食の運営業務の水準の向上が期待できること。 

 

(２) 選定基準・手順 

以下の手順により客観的評価を行い、評価の結果を速やかに公表する。 

１) ＶＦＭの検討による定量的評価 

２) 本事業をＰＦＩ事業として実施することについての定性的評価 

３) 民間事業者に移転されるリスクの検討等 

４) 上記１)～３)の検討による総合評価 

 

(３) 選定結果の公表方法 

前項に基づき本事業を特定事業として選定した場合は、評価の内容と合わせて、市のホー

ムページにて公表する。 

なお、本事業の実施可能性についての客観的な評価の結果等に基づき、特定事業としての

選定を行わないこととした場合にも同様に公表する。 
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Ⅱ．民間事業者の募集及び選定に関する事項 
 

１．落札者の決定に係る基本的な考え方 
本事業は、施設整備段階、維持管理・運営段階の各業務をつうじて、事業者に効率的かつ効

果的な行政サービスの提供を安定的・継続的に求めるものである。 

したがって、落札者の決定に当たっては、公募により、公平性、透明性が確保される適切な

方法に配慮したうえで、総合評価一般競争入札を採用する予定である。 

なお、本事業はＷＴＯ政府調達協定の対象であり、地方公共団体の物品等又は特定役務の調

達手続の特例を定める政令が適用される予定である。 

 

２．落札者の決定に係る手順及びスケジュール 
落札者の決定に係る手順及びスケジュールは、下記のとおりとする。 

日 程 内 容 

平成 20 年 ４月 16 日（水） 

４月 23 日（水） 

４月 23 日（水） 

～４月 30 日（水） 

５月 30 日（金） 

実施方針等の公表 

実施方針等に関する説明会 

実施方針等に関する質問・意見の受付 

 

実施方針等に関する質問回答・意見の公表 

平成 20 年 ５月 30 日（金） 特定事業の選定・公表 

平成 20 年 ７月７日（月） 

10 日（木） 

 ７月 10 日（木）～７月 16 日（水）

８月８日（金） 

入札説明書等の公表(入札公告) 

入札説明書等に関する説明会 

入札説明書等に関する質問の受付(１回目) 

入札説明書等に関する質問回答の公表(１回目) 

平成 20 年８月 15 日（金） 

８月 22 日（金） 

参加表明書、競争参加資格確認申請書の受付 

競争参加資格確認審査の結果の通知 

平成 20 年８月 11 日～８月 15 日

９月 12 日（金） 

入札説明書等に関する質問の受付(２回目) 

入札説明書等に関する質問回答の公表(２回目) 

平成 20 年 11 月５日（水） 提案書の受付・開札 

 

(１) 入札説明書等の公表 

実施方針等に関する質問回答・意見等を踏まえ、入札説明書等（入札公告、入札説明書、

様式集、要求水準書、落札者決定基準、基本協定書（案）、事業契約書（案）等）を市のホー

ムページにて公表する。 

 

(２) 入札説明書等に関する質問回答 

入札説明書等に関する質問を受付、回答を行うものとする。具体的な日程は、入札説明書

にて提示する。 
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(３) 参加表明書、競争参加資格確認申請書の受付、競争参加資格確認審査結果の通知 

応募者に参加表明及び競争参加資格確認申請に必要な書類の提出を求める。 

競争参加資格確認審査の結果は、応募者に通知する。なお、参加表明書及び競争参加資格

確認申請書の提出方法・時期、必要書類の詳細等については、入札説明書にて提示する。 

 

(４) 提案書の受付 

入札参加者（競争資格確認審査の通過者）に対し、入札説明書等に基づき本事業に関する

事業計画等の提案内容を記載した提案書の提出を求める。 

提案書の審査に当たって、入札参加者に対してヒアリングを行う場合がある。なお、提案

書の提出方法・時期、必要書類の詳細等については、入札説明書により提示する。 

 

(５) 最優秀提案者の選定、落札者の決定・公表 

提案書の審査による最優秀提案者の選定を受け、市が落札者を決定し、入札参加者に通知

するとともに、市のホームページにて公表する。 

 

(６) 基本協定の締結、審査講評の公表、事業契約の調印（仮契約） 

落札者の決定後に速やかに、市は落札者と事業契約の調印（仮契約）に向けて必要な事項

等について基本協定を締結する。なお、市は、基本協定の締結後、審査講評及び入札結果の

詳細について公表する。 

また、市は、基本協定の締結後、事業契約の文言の明確化等を行い、事業契約をＳＰＣと

調印（仮契約）する。なお、当該事業契約は、市議会における議会の議決を得られた日をも

って効力の発生するものとする。 

 

３．入札参加者の備えるべき参加要件等 
(１) 入札参加者の参加要件 

１) 入札参加者の構成等 

入札参加者の構成は以下のとおりとする。 

ア 入札参加者の構成における「構成員」とは、本事業への参加者であり、ＳＰＣから直

接業務を受託又は請け負うものをいう。 

イ 入札参加者は、必ず、施設の整備業務のうち設計に係る業務等を担当する者（以下「設

計企業」という。）及び建設に係る業務等を担当する者（以下「建設企業」という。）、施

設の維持管理業務を担当する者（以下「維持管理企業」という。）、給食の運営業務を担

当する者（以下「運営企業」という。）を含む企業で構成されるものとする。 

ウ 入札参加者は、複数の企業で構成されるグループとし、代表企業を定めるものとする。 

エ 入札参加グループの代表企業、建設企業、運営企業は必ず出資するものとする。 

なお、入札参加者による、ＳＰＣに対する出資比率の合計は、全体の100分の50を超え

るものとする。 

また、入札参加グループの構成員以外の者がＳＰＣに出資する場合、その出資比率は、

出資者中の最大となってはならない。 

すべての出資者は、事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を保有するものとし、市の
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事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保の設定その他一切の処分を行って

はならない。 

 

２) 入札参加者の参加要件 

ア 入札参加表明書及び競争参加資格確認申請書の提出時に構成員名及び代表企業名を明

記して、必ず代表企業が入札に関する手続を行うこと。 

イ 入札参加表明書及び競争参加資格確認申請書により参加の意思を表明した入札参加グ

ループの代表企業の変更は認めない。 

ウ 入札参加表明書及び競争参加資格確認申請書により参加の意思を表明した入札参加グ

ループの代表企業を除く構成員の変更も原則として認めない。ただし、やむを得ない事

情が生じた場合は市と協議を行い、入札書等及び入札提案書類の受付期限日（開札日）

の前日までかつ市が承諾した場合にかぎり、代表企業を除く構成員の変更を行うことが

できる。 

エ 入札参加グループの構成員は、他の入札参加グループの構成員としての重複参加をす

ることはできないとするともに、他の入札参加グループの構成員から、市が入札説明書

等（要求水準書）において提示する当該業務の一部を第三者（協力企業）として再受託

（再受注）する協力企業としての重複参加もすることができない。 

 

３) 業務の再委託 

入札参加者の構成員は、ＳＰＣから受託又は請負った業務の一部について第三者に再委

託し、又は下請負人を使用することができるが、その場合は、当該委託又は請負に係る契

約を締結する前に市の承諾を得るものとする。 

なお、構成員が、施設の整備業務のうち「調理設備設置・食器食缶等調達業務」、施設

の維持管理業務のうち「調理設備・食器食缶等保守管理業務」及び給食の運営業務のうち

「配送・回送業務」を協力企業に再委託する場合は、入札書等及び入札提案書類の提出時

に、これら協力企業の名称等について明らかにすること。 

 

(２) 入札参加者の構成員の資格要件 

構成員の設計企業、建設企業、運営企業は、それぞれ以下に掲げる資格要件を満たす

こと。複数の資格要件を満たす者は、複数の業務を実施することができる。また、同一

の業務を複数の者で実施する場合は、主たる業務を担う少なくとも１者がその要件を満

たしていること。 

なお、入札参加資格者名簿に登録がされていない場合は、平成20年７月25日（金）午

後５時までに所定の窓口で登録の申請を済ませること。 

 

１) 設計企業 

ア 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

をしていること。 

イ 平成20年度静岡市入札参加資格者名簿に業種区分「建築関係建設コンサルタント業務」

に登録をしていること。 
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ウ ＨＡＣＣＰ対応施設に対する必要な知識を有しているか、同知識を有している者の協

力を受ける体制を有していること。 

２) 建設企業 

ア 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条第１項の規定により、建築一式工事につき

特定建設業の許可を受けた者であること。 

イ 平成 20 年度静岡市入札参加資格者名簿に工事種目「建築」で登録があり、競争参加資

格に関する確認基準日直近の経営事項審査結果通知書の資格認定において、市内業者の

場合はＡ甲に格付けされていること。市外業者の場合は、総合点で 1,000 点以上である

こと。 

ウ 延床面積 3,000 ㎡以上の建築物の施工実績を有していること。 

※ 工事監理業務を行う企業と建設企業を同一の者又は相互に資本面若しくは人事面で関

連がある者が兼ねることはできない。 

※ 「資本面で関連がある者」とは、当該企業の発行済株式総数の100分の50を超える

株式を有し、又はその出資の総額の100分の50を超える出資をしている者をいい、「人

事面で関連がある者」とは、当該企業又は法人の代表権を有する役員である者及び

その者が属する企業又は法人をいう（以下同じ。） 

３) 運営企業 

ア ＨＡＣＣＰ対応施設に対する必要な知識を有していること。 

イ 以下の調理業務に関する実績のいずれかを有していること。 

① 学校給食施設における調理業務 

② 集団調理施設（公的施設又は民間施設）における調理業務 

 

 (３) 入札参加者の構成員の制限 

以下に該当する者は、入札参加グループの構成員となることができない。 

１) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者 

２) 会社法（平成17年法律第86号）第511条の規定による特別清算開始の申立てがなされて

いる者 

３) 破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定による破産手続開始の申

立てがなされている者又は同法附則第２条の規定による廃止前の破産法（大正11年法律第

71号）第132条若しくは第133条の規定による破産の申立てがなされている者 

４) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申立てがなさ

れている者（更生手続開始の決定を受けた者は除く。） 

５) 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続の申立てがなされて

いる者（手続開始の決定を受けた者は除く。） 

６) 静岡市工事請負契約等に係る指名停止措置要綱（平成15年静岡市要綱）に基づく指名

停止期間中の者 

７) 建築士法（昭和25年法律第202号）第10条第１項及び第26条第２項の規定に基づく処分

を受けている者 

８) 建設業法（昭和24年法律第100号）第28条第３号の規定による営業停止期間中の者 

９) 直前１年間の法人税、消費税又は法人市民税を滞納している者 
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10) 市が本事業のために設置する審査委員会の委員又はこれらの者と資本面若しくは人事

面で関連がある者 

11) 市が本事業について、アドバイザリー業務を委託している民間事業者又はこれらの者

と資本面若しくは人事面において関連がある者（市は、株式会社佐藤総合計画に本事業に

関するアドバイザリー業務を委託している。株式会社佐藤総合計画は本事業について、石

井法律事務所（法務アドバイザー）と提携している。） 

 

(４) 入札参加者の備えるべき競争参加資格に関する確認基準日等 

入札参加者の備えるべき競争参加資格に関する確認基準日は、入札参加表明書及び競争参

加資格確認申請書の受付期限日とする。 

なお、入札書等及び入札提案書類の受付期限日（開札日）から落札者決定の日までに入札

参加者の備えるべき競争参加資格を欠く入札参加グループは失格とする。 

また、本事業の入札において、入札の公正な執行を妨げ、又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合したときは、落札者決定の日以降であっても、入札を

無効とする場合がある。 

 

４．審査及び落札者の決定に関する事項 
(１) 審査に関する基本的な考え方 

１) 審査は、学識経験者及び市の職員等で構成する審査委員会において行うものとし、具

体的な落札者決定基準は、入札説明書等にて提示する。 

区 分 氏 名 所 属 専 門 

川口 宗敏 
静岡文化芸術大学大学院 デザイン研究科

教授 
建 築 

木苗 直秀 静岡県立大学 食品栄養科学部教授 食品衛生 

高橋 令子 静岡英和学院大学 食物学科講師 
給食管理 

食育 

北川  徹 配食校ＰＴＡ代表（静岡市立中田小学校） ＰＴＡ 

大草 次雄 配食校校長代表（静岡市立宮竹小学校長） 教 員 

竹村 祐輔 
中小企業診断士 

中小企業診断協会静岡県支部理事 
事業経営 

委  員 

鈴木 明美 静岡市教育委員会（学校給食課参事） 静岡市 

なお、応募者が、落札者決定前までに、審査委員会の委員に対し、事業者選定に関して、

自己に有利になることを目的として、接触等の働きかけを行った場合、当該応募者は失格

とする。 

２) 審査委員会においては、事業計画、施設計画、維持管理計画、運営計画、入札金額等

の各面から総合的に提案書の審査を行い、最優秀提案者を選定する。 
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(２) 審査手順に関する事項 

審査は、以下の手順により行うこととする。 

１) 資格審査 

入札参加者の備えるべき競争参加資格等に関する適格審査 

２) 提案審査 

ア 入札金額に関する適格審査 

イ 基本的要件に関する適格審査 

ウ 落札者決定基準に基づく、事業計画、施設計画、維持管理計画、運営計画、入札金額

等の総合的な提案内容 

 

５．審査結果及び評価の公表方法 
(１) 審査結果の公表 

提案書の審査による最優秀提案者の選定を受け、市が落札者を決定し、入札参加者に通知

するとともに、市のホームページにて公表する。なお、市は、基本協定の締結後、審査講評

及び入札結果の詳細について公表する。 

 

(２) 落札者を決定しない場合 

市は、民間事業者の募集、評価及び落札者の決定において、最終的に入札参加者がいない、

又は、いずれの入札参加者も公的財政負担の縮減の達成が見込めない等の理由により、本事

業をＰＦＩ事業として実施することが適当でないと判断された場合には、落札者を決定せず、

特定事業の選定を取り消すこととし、この旨を速やかに公表する。 

 

６．提出書類の取扱い 
(１) 著作権 

本事業に関する提案書の著作権は、入札参加者に帰属する。 

ただし、本事業において落札者の決定の公表時及びその他市が必要と認めるときには、

市は入札提案書類の全部又は一部を、入札参加者の承諾を得たうえで、無償で使用でき

るものとする。 

なお、本事業に関して提出された書類は返却しない。 

 

(２) 特許権等 

入札参加者の提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令

に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている工事材料、施行方法等を使用した結

果、生じた責任は、原則として提案を行った入札参加者が負うものとする。 
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Ⅲ．民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 
 

１．リスク分担の考え方 
(１) 予想されるリスクと責任分担 

本事業におけるリスク分担の考え方は、適正にリスクを分担することにより、より低廉で

質の高いサービスの提供を目指すものであり、事業者が担当する業務については、事業者が

責任を持って遂行し、業務に伴い発生するリスクについては、原則として事業者が負うもの

とする。 

ただし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、市が責任を負うものと

する。 

市と事業者のリスク分担は、原則として「Ⅸリスク分担表（案）」によるこことし、実施方

針に関する質問回答及び意見の結果を踏まえ、必要な事項については入札説明書等にて提示

する。 

 

(２) 保険 

市が事業者に求める保険の種類については、入札説明書等にて提示する。 

 

２．提供されるサービス水準 
本事業において実施する業務の要求性能及びサービス水準については、入札説明書等にて提

示する。 

 

３．市による事業の実施状況の監視（モニタリング） 
(１) モニタリングの実施 

市は、事業者が定められた業務を確実に遂行し、要求水準書に規定された水準並びに提案

書において入札参加者が提案した水準を達成しているか否かを確認すべく、本事業の実施状

況についてモニタリングを実施する。 

 

(２) モニタリングの時期 

１) 調査・設計時 

市は、事業者によって行われた調査・設計について、要求水準書に規定された水準並び

に提案書において入札参加者が提案した水準を達成しているか否かを確認する。 

２) 工事施工時 

事業者は、建築基準法に規定される工事監理者を設置し、工事監理を行い、定期的に工

事施工及び工事監理の状況について、市の確認を受ける。 

また、事業者は、市が要請した場合、工事施工の事前説明及び事後報告、現場での工事

施工の状況説明を行う。 

３) 工事完成・施設の引渡し時 

事業者は、施工記録を用意し、現場で、市の確認を受ける。このとき、市は、事業者に

よって行われた建設について、要求水準書に規定された水準並びに提案書において入札参

加者が提案した水準を達成しているか否かを確認する。 
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確認の結果、当該水準を満たしていないと市が判断した場合には、市は事業者に対して

補修又は改造を求めることができる。 

４) 施設の供用開始後（維持管理・運営段階） 

市は、維持管理・運営段階において、維持管理業務及び給食の運営業務の実施状況につ

いて、要求水準書に規定された水準並びに提案書において入札参加者が提案した水準を達

成しているか否かを確認する。 

５) 財務の状況に関するモニタリング 

事業者は、毎年度、決算書類により財務の状況について、市に報告しなければならない。

なお、公認会計士による監査を行うものとする。 

 

(３) モニタリングの方法 

モニタリングの具体的な方法については、入札説明書等にて提示する。 

 

(４) モニタリングの費用の負担 

市が実施するモニタリングに係る費用は、全て市の負担とする。 

 

(５) 事業者に対する支払額の減額等 

モニタリングの結果、事業契約で定められた要求水準が維持されていない場合、市は事

業者に対して、施設の補修・改造、業務の改善勧告又は一定の経過措置を経た後に支払い

金額の減額措置を行う。 

減額の考え方については、入札説明書等にて提示する。 
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Ⅳ．公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項 
 

１．施設の立地条件 
(１) 計画位置  静岡市駿河区西島 127-１他３筆 

(２) 敷地面積  6,178.27 ㎡ 

(３) 隣接道路  市道南町一丁目下島線（現況幅員約 11ｍ） 

市道中田下島線（現況幅員約６ｍ） 

(４) 地域地区  第二種中高層住居専用地域（※市にて建築許可手続き中） 

(５) 形態規制  建ぺい率 60％（但し二方向道路の為 70％まで可）、容積率  200％ 

 

２．土地の取得に関する事項 
土地は、市所有の行政財産とし、施設の整備、維持管理及び給食の運営業務に必要な範囲を

事業者に無償で使用を許可する。 

 

３．施設の概要 
(１) 供給能力  １日当たり 10,000 食を基本とするが、配食校の追加等が可能な最大 12,000

食までの供給能力を有するものとする。 

3,300×３献立（実際の献立ごとの食数については、配食校の食数による。） 

17 校（小学校 11 校、中学校６校）を基本とする。 

対象校別児童・生徒・職員数及び学級数 

小学校 中学校 

学校名 
児童及び  

職員の数 
クラス数 学校名 

生徒及び  

職員の数 
クラス数 

森下小 371 16 大里中 792 23

中田小 775 22 豊田中 613 20

西豊田小 1,069 29 東豊田中 564 15

大里東小 320 12 高松中 615 17

大里西小 1,032 29 南中 623 17

大谷小 336 12 中島中 333 10

久能小 99 ６ 計 3,540 102

富士見小 713 21

南部小 466 13

宮竹小 658 19

東源台小 597 18

計 6,436 197

※平成 19 年５月の児童・生徒・職員の数による

※特殊学級を含む 

※給食補助員も上記人数に含む 
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(２) 施設概要  本施設の概要は、以下のとおりである。 

主要諸室区域区分 

区域区分 諸  室  等 

市職員用事務室（更衣室、湯沸室、書庫含む）、市職員用便

所、玄関ホール、 

事務エリア 一般区域 委託業者事務室、洗濯室、調理従事者更衣室（休憩室含む）、

ミーティング食堂、シャワー室、調理従事者便所、倉庫、パ

ントリー（配膳スペース）、ボイラー室、電気室 

汚染作業区域 

[検収下処理エリア] 

食材搬入用プラットフォーム、検収室、油庫、下処理室、食

品庫、冷蔵庫（室）、冷凍庫（室）、器具洗浄室 

[洗浄室エリア] 

洗浄室、残菜庫 

非汚染作業区

域 

[調理エリア] 

上処理室、和え物室、煮炊・加熱室、焼物・揚げ物室、特食

調理室、器具洗浄室 

[洗浄配送エリア] 

配膳室、コンテナ食器保管庫、洗浄室 

給食エリア 

一般区域 調理従事者便所、準備室 

一般開放エリア 一般区域 
会議室、栄養指導室、来場者用便所、湯沸室、見学者スペー

ス 
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Ⅴ．事業計画又は協定の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事項 
事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合、市と事業者は誠意をもって協議す

るものとし、協議が整わない場合は、事業契約に規定する具体的措置にしたがう。 

また、本事業に関する紛争については静岡地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 

 

 

 

 

Ⅵ．事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 
 

１．事業者の責めに帰すべき事由により事業継続が困難になった場合 
(１) 事業者の経営破綻、又はその懸念が生じた場合等により、本事業の継続が困難となった

場合、市は、事業者との事業契約を解除することができるものとする。 

 

(２) 事業者の事業実施状態が、事業契約に定める要求水準を下回る場合、市は事業者に対し

修復勧告を行い、一定の修復期間を与えたにもかかわらず、修復が認められない場合、サー

ビス提供に重大な事態等が懸念される場合、あるいは事業者の事業遂行能力の修復が不可能

であると判断される場合には、市は事業者との事業契約を解除できるものとする。 

この場合、事業者は、市に生じた合理的損害を賠償するものとする。 

 

２．市の責めに帰すべき事由により債務不履行が生じた場合 
市の責めに帰すべき事由により債務不履行が生じた場合、事業者は市との事業契約を解除す

ることができるものとする。 

この場合、市は事業者に生じた合理的損害を賠償するものとする。 

 

３．その他の事由により事業の継続が困難となった場合 
事業契約に定めるその事由に基づく対応方法にしたがうものとする。 

 

４．金融機関と市との協議（直接協定） 
本事業の適正な遂行と継続性の確保を目的として、市は、必要に応じて、事業者に資金提供

を行う金融機関と協議し、直接協定を締結する場合がある。 
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Ⅶ．法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に関する事項 
 

１．法制上及び税制上の措置に関する事項 
現段階では、本事業に関する法制上及び税制上の措置等は想定していない。 

事業者が本事業を実施するに当たり、法改正等により、法制上又は税制上の措置が適用され

ることとなる場合、市は事業者と協議する。 

 
２．財政上及び金融上の支援に関する事項 

現段階での、財政上及び金融上の支援に関する事項は、以下のとおりである。 

(１) 市と事業者との事業契約の締結時に、施設整備に係る交付金が市に支給される場合には、

これを市が事業者に支払う代金の一部に充当する。なお、事業者は、市が行う交付金に係る

手続等に対して必要な協力を行うこと。 

 
３．その他の支援に関する事項 
(１) 事業実施に関し、事業者が必要とする許認可等に関して、市は必要に応じて事業者に協

力する。 

(２) 法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合には、市は、事業者と協

議を行う。 

 

 

 

 

Ⅷ．その他特定事業の実施に関して必要な事項 
 

１．議会の議決 
(１) 債務負担行為の設定に関する議案を平成 20 年市議会６月定例会に提出予定である。 

(２) 事業契約に関する議案を平成 21 年市議会３月定例会に提出予定である。 

 

２．情報公開及び情報提供 
本事業に関する情報提供は、市のホームページにて適宜公表する。 

 

３．入札に伴う費用負担 
入札参加者の入札に係る費用については、すべて入札参加者の負担とする。 
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Ⅸ．リスク分担表（案） 

負 担 者 

リスクの種類 リ ス ク の 内 容 

市 事業者 

１)入札説明リスク 入札説明書等の誤り、内容の変更等によるもの ○  

２)事業契約締結リスク 
事業者と事業契約が結べない、又は事業契約手続に
時間を要する場合 

△ △※１

ＰＦＩ事業に特別に影響を与えるもの ○  
３)法令等の変更リスク 

上記以外のもの  ○ 

許認可の遅延に関するもの 
（市が取得する部分） 

○  

４)許認可遅延リスク 
許認可の遅延に関するもの 
（上記以外） 

 ○ 

法人税その他類似の税制度（外形標準課税に関する
規定を含む）の新設・変更 

 ○ 
５)税制度変更リスク 

消費税その他類似の税制度の新設・変更 ○  

事業者の事由（工事期間中における事故、維持管理
業務・運営業務に伴う事故及び維持管理業務・運営
業務の不備に起因する事故等）による賠償 

 ○ 
６)第三者賠償リスク 

上記以外のもの ○  

給食施設の設置そのものに対する住民反対運動・訴
訟・要望等に関するもの 

○  

７)住民対応リスク 上記以外のもの 
（調査・設計、解体、建設、維持管理、運営業務に
関する住民反対運動・訴訟・要望等に関するもの） 

 ○ 

８)事故の発生リスク 
事業者の調査・設計、解体、建設、維持管理、運営
業務に伴う事故の発生 

 ○ 

９)環境問題リスク 
事業者の調査・設計、解体、建設、維持管理、運営
業務に伴う周辺地域への環境に関する影響 

 ○ 

市の判断及び指示によるもの 
（ただし、議会の不承認は除く） 

○  10)事業の中止・延期リス
ク 

事業者の事業放棄、破綻によるもの  ○ 

引渡しの前のインフレ・デフレ 
（施設整備に相当する部分） 

 ○ 

11)物価変動リスク 
引渡しの後のインフレ・デフレ 
（維持管理・運営に相当する部分） 

○ △ 

12)金利変動リスク 
金利変動 
（施設整備に相当する部分） 

○※２  

13)資金調達リスク 必要な資金の確保に関するもの  ○ 

共 
 

通 

14)不可抗力リスク 天災・暴動等による計画の変更・中止・延期 △ △※３

市の指示条件・指示の不備、変更によるもの ○  
15)設計変更リスク 

上記以外のもの  ○ 

16)応募コスト 応募コストの負担  ○ 

市が実施した測量調査の誤り ○  
17)測量調査リスク 

上記以外のもの  ○ 

 
 

計
画
設
計 

18)設計等の瑕疵 隠れた瑕疵の担保責任  ○ 



 ２２

負 担 者 

リスクの種類 リ ス ク の 内 容 

市 事業者 

19)用地取得リスク 建設予定地の確保に関すること ○  

市の指示条件・指示の不備、変更によるもの ○  
20)設計変更リスク 

事業者の指示・判断の不備によるもの  ○ 

21)工事遅延リスク 
工事の完成が事業契約よりも遅延若しくは完工し
ない場合 

 ○ 

22)施工監理・工事監理リ
スク 

施工監理・工事監理に関するもの  ○ 

市の指示による工事費の増大 ○  
23)工事費増大リスク 

上記以外のもの  ○ 

24)性能リスク 要求水準不適合（施工不良含む）  ○ 

25)公共施設損傷リスク 
施設の引渡しの前に工事目的物・材料・その他関連
工事に関して生じた損害 

 ○ 

建 
 

設 

26)瑕疵担保 隠れた瑕疵の担保責任  ○ 

27)計画変更リスク 
用途の変更等、市の責めによる事業内容・用途の変
更に関するもの 

○  

市の責による事業内容・用途の変更等に起因する維
持管理費の増大 

○  28)維持管理費上昇リス
ク 

上記以外の要因による維持管理費の増大  ○ 

市並びに第三者に起因する事故及び火災等災害に
よる施設の損傷 

○  

事業者に起因する事故及び火災等災害による施設
の損傷 

 ○ 29)公共施設損傷リスク 

事業者が適切な維持管理業務を実施しなかったこ
とに起因する施設の損傷 

 ○ 

30)性能リスク 要求水準不適合（施工不良を含む）  ○ 

維
持
管
理 

31)修繕リスク 事業期間中に必要となる維持管理業務に伴う修繕 △※４ ○ 

給食を提供する学校における給食サービス形態の
変更等、市の責めによる需要の変動 

○  

児童生徒数の変動による需要の変動 △※５ ○ 32)需要の変動リスク 

食べ残し等による残滓の変動（本市作成の献立によ
る影響を含む。） 

△ ○ 

検収時における調達食材の異常（検収後に明らかに
なったものを含む） 

○  

検収日と給食提供日の時間差に起因する調達食材
の異常 

○  

検収後の保存方法に起因する調達食材の異常  ○ 

調理時における加熱等が不十分であることに起因
する調達食材の異常 

 ○ 

調理、配送業務における異物混入等  ○ 

33)調理事故・異物混入等
リスク 

配送後の異物混入等 ○  

配送の遅延による問題の発生  ○ 

運 
 

営 

34)配送の遅延リスク 
配膳の遅延による問題の発生 ○  



 ２３

負 担 者 

リスクの種類 リ ス ク の 内 容 

市 事業者 

･アレルギー児童生徒の情報収集不備、食材調達時
の誤り、校内での配食ミス等による発症 
･突発的な発症(事前の把握が困難なアレルギー物
質による) 

○  

･調理段階における禁忌物質の混入による発症 
・配送先の誤り等事業者の責めによる誤食での発症 

 ○ 

35)アレルギー対応リス
ク 

･収集した情報の伝達不完全(送付漏れ・紛失等)に
よる発症 
･アレルギー児童生徒の個人情報の流失 

帰責事由による

運 
 

営 

36)運搬費用増大リスク 
物価、計画変更等以外の要因による運搬費用の増大
（交通事情悪化による運送費増加など） 

 ○ 

37)公共施設の性能確保
リスク 

事業終了時の維持管理業務及び運営業務の引継（入
札説明書等において示す良好な状態のこと） 

 ○ 事
業
終
了
時 38)移管手続リスク 

事業終了手続に関する諸費用の発生に関するもの、
事業会社の清算手続に関するもの 

 ○ 

※  リスク負担者：○主分担、△副分担 

 

※１ 事由の如何を問わず事業者及び市は自らに発生する費用を負担する。 

※２ 供用開始後 10 年目に基準金利の見直しを行う。 

※３ 一定の割合に対応するものについては事業者負担、それ以外については市の負担とす

る。 

※４ 事務職員用事務室、事務職員用更衣室及び書庫において、市職員が専ら使用する施設

備品の修繕は、市の負担とする。 

※５ 本市は、事業期間にわたって一定の最低食数に係る委託料を保証する。 
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